
個別手続のオンライン化実施計画（指定法人等が扱う手続） 別添３

見直し状況（該当あり：１，該当なし：０）

手続の見直し 前倒し 備考

該当の
有無
該当件
数

内容 の有無
（オンライン化困難事項

等）

調理技術審査(専門調理
師)の認定証書の変更申請

調理師法施行規則第２１
条第２項

5
システム検
討、法令精
査

法令改正検
討
法令改正、
改正通知

オンライン
化実施

1 1 受付時間の延長 0
添付書類について一部オン
ライン化困難

理容師試験の合格証明書
の交付申請

理容師法及び美容師法の
一部を改正する法律の施
行に伴う関係政令の整備
に関する政令（平成９年
政令第３２１号）付則第
２条第１項によりなおそ
の効力を有することとさ
れる同令による改正前の
理容師法施行令第１条第
３項

60
システム検
討、法令精
査

法令改正検
討
法令改正、
改正通知

オンライン
化実施

1 1 受付時間の延長 0

美容師試験の合格証明書
の交付申請

理容師法及び美容師法の
一部を改正する法律の施
行に伴う関係政令の整備
に関する政令（平成９年
政令第３２１号）付則第
２条第１項によりなおそ
の効力を有することとさ
れる同令による改正前の
美容師法施行令第２条第
３項

500
システム検
討、法令精
査

法令改正検
討

法令改正
オンライン
化実施

1 1 受付時間の延長 0

検査命令に係る製品検査
の申請（都道府県知事が
行う食品衛生法違反のお
それがあると認められる
食品等の検査命令）★

食品衛生法第１５条第１
項、同法施行令第１条の
３第３項、同法施行規則
第１４条

オンライン
化困難

→ → →
検体提出のため、オンライ
ン化困難

未払い賃金の立替払請求
書

賃金の支払の確保等に関
する法律第７条

54,000
システム検
討
法令改正検
討

法令改正
オンライン
化実施

1 1 受付時間の延長 0

社会保険労務士試験
社会保険労務士法第１０
条、第１０条の２、同法
施行規則第６条

50,000
オンライン
化の要請

システム検
討・調査

→ → 2 2

受付時間の延長  住基
ネットの活用により住
民票（戸籍謄抄本）の
添付について省略可

0

オンライン化に馴染みにく
い写真の貼付を義務づけて
おり、写真照合に膨大な業
務が必要なため慎重に検討
（１７年度）

社会保険労務士試験の試
験科目の一部免除

社会保険労務士法第１１
条、同法施行規則第５条

200
オンライン
化の要請

システム検
討・調査

→ → 1 1 受付時間の延長 0
上記申請と同時に提出する
ので、電子申請化を同時期
に検討する（１７年度）

社会保険労務士の登録

社会保険労務士法第３
条、第１４条の２第１
項、第１４条の５、第１
４条の６、同法施行規則
第１２条

1,500
オンライン
化の要請

システム検
討・調査

システム設
計・開発

試行運用・
オンライン
化実施

2 2

受付時間の延長  住基
ネットの活用により住
民票（戸籍謄抄本）の
添付について省略可

0

社会保険労務士の開業の
登録

社会保険労務士法第１４
条の２第２項

600
オンライン
化の要請

システム検
討・調査

システム設
計・開発

試行運用・
オンライン
化実施

2 2

受付時間の延長  住基
ネットの活用により住
民票（戸籍謄抄本）の
添付について省略可

0

勤務社会保険労務士の登
録

社会保険労務士法第１４
条の２第３項

600
オンライン
化の要請

システム検
討・調査

システム設
計・開発

試行運用・
オンライン
化実施

2 2

受付時間の延長  住基
ネットの活用により住
民票（戸籍謄抄本）の
添付について省略可

0

社会保険労務士の変更登
録

社会保険労務士法第１４
条の４、同法施行規則第
１２条の２

3,600
オンライン
化の要請

システム検
討・調査

システム設
計・開発

試行運用・
オンライン
化実施

2 2

受付時間の延長  住基
ネットの活用により住
民票（戸籍謄抄本）の
添付について省略可

0

コンサルタント登録証の
書換え

労働安全コンサルタント
及び労働衛生コンサルタ
ント規則第１８条

50
実施方策検
討、（法令
精査）

法令改正検
討

法令改正
実施方策提
示

0 0 0
添付書類についてオンライ
ン化困難

コンサルタントの業務廃
止・刑罰等の報告

労働安全コンサルタント
及び労働衛生コンサルタ
ント規則第１９条

1
実施方策検
討、（法令
精査）

法令改正検
討

法令改正
実施方策提
示

0 0 0

免許試験受験関係手続
労働安全衛生法第７５条
第４項労働安全衛生規則
第７１条

160,000
実施方策検
討、（法令
精査）

法令改正検
討

法令改正
実施方策提
示

1 1
添付書類の減（住民票
について住基ネットで
代替可）

0

労働安全コンサルタント
試験

労働安全衛生法第８２条
第１項

1,368
実施方策検
討、（法令
精査）

法令改正検
討

法令改正
実施方策提
示

0 0 0

労働衛生コンサルタント
試験

労働安全衛生法第８３条
第１項

562
実施方策検
討、（法令
精査）

法令改正検
討

法令改正
実施方策提
示

0 0 0

労働安全コンサルタント
又は労働衛生コンサルタ
ントの登録

労働安全衛生法第８４条
第１項

400
実施方策検
討、（法令
精査）

法令改正検
討

法令改正
実施方策提
示

0 0 0
添付書類についてオンライ
ン化困難

労働安全衛生法第４１条
第２項に基づくデリツク
の性能検査

クレーン等安全規則〈労
働安全衛生法〉第１２６
条

10
実施方策検
討、（法令
精査）

法令改正検
討

法令改正
実施方策提
示

0 0 0

労働安全衛生法第４１条
第２項に基づくエレベー
ターの性能検査

クレーン等安全規則〈労
働安全衛生法〉第１６０
条

50
実施方策検
討、（法令
精査）

法令改正検
討

法令改正
実施方策提
示

0 0 0

許認可等(手続）事項名 根拠規定
年間平均申
請件数

１２年度 １３年度 １４年度 １５年度

1



個別手続のオンライン化実施計画（指定法人等が扱う手続） 別添３

見直し状況（該当あり：１，該当なし：０）

手続の見直し 前倒し 備考

該当の
有無
該当件
数

内容 の有無
（オンライン化困難事項

等）

許認可等(手続）事項名 根拠規定
年間平均申
請件数

１２年度 １３年度 １４年度 １５年度

労働安全衛生法第４１条
第２項に基づくクレーン
の性能検査

クレーン等安全規則〈労
働安全衛生法〉第４１条

100
実施方策検
討、（法令
精査）

法令改正検
討

法令改正
実施方策提
示

0 0 0

労働安全衛生法第４１条
第２項に基づく移動式ク
レーンの性能検査

クレーン等安全規則〈労
働安全衛生法〉第８２条

200
実施方策検
討、（法令
精査）

法令改正検
討

法令改正
実施方策提
示

0 0 0

労働安全衛生法第４１条
第２項に基づくゴンドラ
の性能検査

ゴンドラ安全規則〈労働
安全衛生法〉第２５条

40
実施方策検
討、（法令
精査）

法令改正検
討

法令改正
実施方策提
示

0 0 0

労働安全衛生法第４１条
第２項に基づくボイラー
の性能検査

ボイラー及び圧力容器安
全規則〈労働安全衛生
法〉第３９条

50
実施方策検
討、（法令
精査）

法令改正検
討

法令改正
実施方策提
示

0 0 0

労働安全衛生法第４１条
第２項に基づく第１種圧
力容器の性能検査

ボイラー及び圧力容器安
全規則〈労働安全衛生
法〉第７４条

150
実施方策検
討、（法令
精査）

法令改正検
討

法令改正
実施方策提
示

0 0 0

労働安全衛生法第４４条
第１項に基づく第２種圧
力容器の個別検定

ボイラー及び圧力容器安
全規則〈労働安全衛生
法〉第８４条

117,000
実施方策検
討、（法令
精査）

法令改正検
討

法令改正
実施方策提
示

0 0 0
添付資料について電子化困
難

労働安全衛生法第４４条
第１項に基づく小型圧力
容器の個別検定

ボイラー及び圧力容器安
全規則〈労働安全衛生
法〉第９０条の２

6,500
実施方策検
討、（法令
精査）

法令改正検
討

法令改正
実施方策提
示

0 0 0
添付資料について電子化困
難

労働安全衛生法第７５条
第１項に基づくボイラー
技士免許試験（１）特級
ボイラー技士免許試験
（２）一級ボイラー技士
免許試験（３）二級ボイ
ラー技士免許試験

労働安全衛生規則〈労働
安全衛生法〉第７１条

－
実施方策検
討、（法令
精査）

法令改正検
討

法令改正
実施方策提
示

0 0 0
添付資料について電子化困
難

労働安全衛生法第７５条
第１項に基づくボイラー
溶接士免許試験（１）特
別ボイラー溶接士免許試
験（２）普通ボイラー溶
接士免許試験

労働安全衛生規則〈労働
安全衛生法〉第７１条

－
実施方策検
討、（法令
精査）

法令改正検
討

法令改正
実施方策提
示

0 0 0
添付資料について電子化困
難

労働安全衛生法第７５条
第１項に基づくボイラー
整備士免許試験

労働安全衛生規則〈労働
安全衛生法〉第７１条

－
実施方策検
討、（法令
精査）

法令改正検
討

法令改正
実施方策提
示

0 0 0
添付資料について電子化困
難

労働安全衛生法第７５条
第１項に基づくクレーン
運転士免許試験

労働安全衛生規則〈労働
安全衛生法〉第７１条

－
実施方策検
討、（法令
精査）

法令改正検
討

法令改正
実施方策提
示

0 0 0
添付資料について電子化困
難

労働安全衛生法第７５条
第１項に基づく移動式ク
レーン運転士免許試験

労働安全衛生規則〈労働
安全衛生法〉第７１条

－
実施方策検
討、（法令
精査）

法令改正検
討

法令改正
実施方策提
示

0 0 0
添付資料について電子化困
難

労働安全衛生法第７５条
第１項に基づくデリツク
運転士免許試験

労働安全衛生規則〈労働
安全衛生法〉第７１条

－
実施方策検
討、（法令
精査）

法令改正検
討

法令改正
実施方策提
示

0 0 0
添付資料について電子化困
難

労働安全衛生法第７５条
第１項に基づくガス溶接
作業主任者免許試験

労働安全衛生規則〈労働
安全衛生法〉第７１条

－
実施方策検
討、（法令
精査）

法令改正検
討

法令改正
実施方策提
示

0 0 0
添付資料について電子化困
難

労働安全衛生法第７５条
第１項に基づく林業架線
作業主任者免許試験

労働安全衛生規則〈労働
安全衛生法〉第７１条

－
実施方策検
討、（法令
精査）

法令改正検
討

法令改正
実施方策提
示

0 0 0
添付資料について電子化困
難

労働安全衛生法第７５条
第１項に基づく発破技士
免許試験

労働安全衛生規則〈労働
安全衛生法〉第７１条

－
実施方策検
討、（法令
精査）

法令改正検
討

法令改正
実施方策提
示

0 0 0
添付資料について電子化困
難

労働安全衛生法第７５条
第１項に基づく揚貨装置
運転士免許試験

労働安全衛生規則〈労働
安全衛生法〉第７１条

－
実施方策検
討、（法令
精査）

法令改正検
討

法令改正
実施方策提
示

0 0 0
添付資料について電子化困
難

労働安全衛生法第７６条
第１項に基づく木材加工
用機械作業主任者技能講
習

労働安全衛生規則〈労働
安全衛生法〉第８０条

－
実施方策検
討、（法令
精査）

法令改正検
討

法令改正
実施方策提
示

0 0 0
添付資料について電子化困
難

労働安全衛生法第７６条
第１項に基づくプレス機
械作業主任者技能講習

労働安全衛生規則〈労働
安全衛生法〉第８０条

－
実施方策検
討、（法令
精査）

法令改正検
討

法令改正
実施方策提
示

0 0 0
添付資料について電子化困
難

労働安全衛生法第７６条
第１項に基づくボイラー
据付工事作業主任者技能
講習

労働安全衛生規則〈労働
安全衛生法〉第８０条

150
実施方策検
討、（法令
精査）

法令改正検
討

法令改正
実施方策提
示

0 0 0
添付資料について電子化困
難

労働安全衛生法第７６条
第１項に基づくボイラー
取扱作業主任者技能講習

労働安全衛生規則〈労働
安全衛生法〉第８０条

18,000
実施方策検
討、（法令
精査）

法令改正検
討

法令改正
実施方策提
示

0 0 0
添付資料について電子化困
難
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個別手続のオンライン化実施計画（指定法人等が扱う手続） 別添３

見直し状況（該当あり：１，該当なし：０）

手続の見直し 前倒し 備考

該当の
有無
該当件
数

内容 の有無
（オンライン化困難事項

等）

許認可等(手続）事項名 根拠規定
年間平均申
請件数

１２年度 １３年度 １４年度 １５年度

労働安全衛生法第７６条
第１項に基づく化学設備
関係第１種圧力容器取扱
作業主任者技能講習

労働安全衛生規則〈労働
安全衛生法〉第８０条

1,800
実施方策検
討、（法令
精査）

法令改正検
討

法令改正
実施方策提
示

0 0 0
添付資料について電子化困
難

労働安全衛生法第７６条
第１項に基づく普通第１
種圧力容器取扱作業主任
者技能講習

労働安全衛生規則〈労働
安全衛生法〉第８０条

3,000
実施方策検
討、（法令
精査）

法令改正検
討

法令改正
実施方策提
示

0 0 0
添付資料について電子化困
難

労働安全衛生法第７６条
第１項に基づく床上操作
式クレーン運転技能講習

労働安全衛生規則〈労働
安全衛生法〉第８０条

24,000
実施方策検
討、（法令
精査）

法令改正検
討

法令改正
実施方策提
示

0 0 0
添付資料について電子化困
難

労働安全衛生法第７６条
第１項に基づく小型移動
式クレーン運転技能講習

労働安全衛生規則〈労働
安全衛生法〉第８０条

75,000
実施方策検
討、（法令
精査）

法令改正検
討

法令改正
実施方策提
示

0 0 0
添付資料について電子化困
難

労働安全衛生法第７６条
第１項に基づく玉掛技能
講習

労働安全衛生規則〈労働
安全衛生法〉第８０条

200,000
実施方策検
討、（法令
精査）

法令改正検
討

法令改正
実施方策提
示

0 0 0
添付資料について電子化困
難

労働安全衛生法第７６条
第１項に基づく乾燥設備
作業主任者技能講習

労働安全衛生規則〈労働
安全衛生法〉第８０条

6,900
実施方策検
討、（法令
精査）

法令改正検
討

法令改正
実施方策提
示

0 0 0
添付資料について電子化困
難

労働安全衛生法第７６条
第１項に基づくはい作業
主任者技能講習

労働安全衛生規則〈労働
安全衛生法〉第８０条

6,700
実施方策検
討、（法令
精査）

法令改正検
討

法令改正
実施方策提
示

0 0 0
添付資料について電子化困
難

労働安全衛生法第７６条
第１項に基づく船内荷役
作業主任者技能講習

労働安全衛生規則〈労働
安全衛生法〉第８０条

400
実施方策検
討、（法令
精査）

法令改正検
討

法令改正
実施方策提
示

0 0 0
添付資料について電子化困
難

労働安全衛生法第７６条
第１項に基づくガス溶接
技能講習

労働安全衛生規則〈労働
安全衛生法〉第８０条

125,800
実施方策検
討、（法令
精査）

法令改正検
討

法令改正
実施方策提
示

0 0 0
添付資料について電子化困
難

労働安全衛生法第７６条
第１項に基づくフオーク
リフト運転技能講習

労働安全衛生規則〈労働
安全衛生法〉第８０条

207,500
実施方策検
討、（法令
精査）

法令改正検
討

法令改正
実施方策提
示

0 0 0
添付資料について電子化困
難

労働安全衛生法第７６条
第１項に基づくシヨベル
ローダー等運転技能講習

労働安全衛生規則〈労働
安全衛生法〉第８０条

3,300
実施方策検
討、（法令
精査）

法令改正検
討

法令改正
実施方策提
示

0 0 0
添付資料について電子化困
難

労働安全衛生法第７６条
第１項に基づく不整地運
搬車運転技能講習

労働安全衛生規則〈労働
安全衛生法〉第８０条

9,700
実施方策検
討、（法令
精査）

法令改正検
討

法令改正
実施方策提
示

0 0 0
添付資料について電子化困
難

労働安全衛生法第７６条
第１項に基づくコンク
リート破砕器作業主任者
技能講習

労働安全衛生規則〈労働
安全衛生法〉第８０条

500
実施方策検
討、（法令
精査）

法令改正検
討

法令改正
実施方策提
示

0 0 0
添付資料について電子化困
難

技能講習修了証の書換え
労働安全衛生規則〈労働
安全衛生法〉第８２条

－
実施方策検
討、（法令
精査）

法令改正検
討

法令改正
実施方策提
示

0 0 0
添付資料について電子化困
難

特定機械等の輸入に係る
個別検定（外国製造者が
直接個別検定を受けよう
とする場合）

労働安全衛生法第４４条 －
実施方策検
討、（法令
精査）

法令改正検
討

法令改正
実施方策提
示

0 0 0
添付資料について電子化困
難

プレス機械等の型式検定
（１）プレス機械又はシ
ヤーの安全装置（２）ゴ
ム、ゴム化合物又は合成
樹脂を練るロール機の急
停止装置（３）防爆構造
電気機械器具（４）ク
レーン又は移動式クレー
ンの過負荷防止装置
（５）防じんマスク
（６）防毒マスク（７）
木材加工用丸のこ盤の歯

労働安全衛生法第４４条
の２

60
実施方策検
討、（法令
精査）

法令改正検
討

法令改正
実施方策提
示

0 0 0
添付資料について電子化困
難

3



個別手続のオンライン化実施計画（指定法人等が扱う手続） 別添３

見直し状況（該当あり：１，該当なし：０）

手続の見直し 前倒し 備考

該当の
有無
該当件
数

内容 の有無
（オンライン化困難事項

等）

許認可等(手続）事項名 根拠規定
年間平均申
請件数

１２年度 １３年度 １４年度 １５年度

プレス機械等の型式検定
（外国製造者が直接型式
を受けようとする場合）
（１）プレス機械又はシ
ヤーの安全装置（２）ゴ
ム、ゴム化合物又は合成
樹脂を練るロール機の急
停止装置（３）防爆構造
電気機械器具（４）ク
レーン又は移動式クレー
ンの過負荷防止装置
（５）防じんマスク

労働安全衛生法第４４条
の２

0
実施方策検
討、（法令
精査）

法令改正検
討

法令改正
実施方策提
示

0 0 0
添付資料について電子化困
難

就業制限業務従事者労働
災害再発防止講習受講申
込関係手続

労働安全衛生規則（労働
安全衛生法）第９５条の
５第２項

－
実施方策検
討、（法令
精査）

法令改正検
討

法令改正
実施方策提
示

0 0 0

労働安全衛生法第７６条
第１項に基づくずい道等
の覆工作業主任者技能講
習

労働安全衛生規則〈労働
安全衛生法〉第８０条

900
実施方策検
討、（法令
精査）

法令改正検
討

法令改正
実施方策提
示

0 0 0
添付資料について電子化困
難

労働安全衛生法第７６条
第１項に基づく採石のた
めの掘削作業主任者技能
講習

労働安全衛生規則〈労働
安全衛生法〉第８０条

700
実施方策検
討、（法令
精査）

法令改正検
討

法令改正
実施方策提
示

0 0 0
添付資料について電子化困
難

労働安全衛生法第７６条
第１項に基づく足場の組
立て等作業主任者技能講
習

労働安全衛生規則〈労働
安全衛生法〉第８０条

42,000
実施方策検
討、（法令
精査）

法令改正検
討

法令改正
実施方策提
示

0 0 0
添付資料について電子化困
難

労働安全衛生法第７６条
第１項に基づく建築物等
の鉄骨の組立て等作業主
任者技能講習

労働安全衛生規則〈労働
安全衛生法〉第８０条

8,000
実施方策検
討、（法令
精査）

法令改正検
討

法令改正
実施方策提
示

0 0 0
添付資料について電子化困
難

労働安全衛生法第７６条
第１項に基づく木造建築
物の組立て等作業主任者
技能講習

労働安全衛生規則〈労働
安全衛生法〉第８０条

7,000
実施方策検
討、（法令
精査）

法令改正検
討

法令改正
実施方策提
示

0 0 0
添付資料について電子化困
難

労働安全衛生法第７６条
第１項に基づく車両系建
設機械（整地、運搬、積
込み用及び掘削用）運転
技能講習

労働安全衛生規則〈労働
安全衛生法〉第８０条

100,000
実施方策検
討、（法令
精査）

法令改正検
討

法令改正
実施方策提
示

0 0 0
添付資料について電子化困
難

労働安全衛生法第７６条
第１項に基づく車両系建
設機械（基礎工事用）運
転技能講習

労働安全衛生規則〈労働
安全衛生法〉第８０条

2,000
実施方策検
討、（法令
精査）

法令改正検
討

法令改正
実施方策提
示

0 0 0
添付資料について電子化困
難

労働安全衛生法第７６条
第１項に基づく車両系建
設機械（解体用）運転技
能講習

労働安全衛生規則〈労働
安全衛生法〉第８０条

20,000
実施方策検
討、（法令
精査）

法令改正検
討

法令改正
実施方策提
示

0 0 0
添付資料について電子化困
難

労働安全衛生法第７６条
第１項に基づく高所作業
車運転技能講習

労働安全衛生規則〈労働
安全衛生法〉第８０条

32,000
実施方策検
討、（法令
精査）

法令改正検
討

法令改正
実施方策提
示

0 0 0
添付資料について電子化困
難

労働安全衛生法第７６条
第１項に基づくコンク
リート造の工作物の解体
等作業主任者技能講習

労働安全衛生規則〈労働
安全衛生法〉第８０条

900
実施方策検
討、（法令
精査）

法令改正検
討

法令改正
実施方策提
示

0 0 0
添付資料について電子化困
難

労働安全衛生規則第７６
条第１項に基づく地山の
掘削作業主任者技能講習

労働安全衛生規則〈労働
安全衛生法〉第８０条

29,000
実施方策検
討、（法令
精査）

法令改正検
討

法令改正
実施方策提
示

0 0 0
添付資料について電子化困
難

労働安全衛生法第７６条
第１項に基づく土止め支
保工作業主任者技能講習

労働安全衛生規則〈労働
安全衛生法〉第８０条

28,000
実施方策検
討、（法令
精査）

法令改正検
討

法令改正
実施方策提
示

0 0 0
添付資料について電子化困
難

労働安全衛生法第７６条
第１項に基づくずい道等
の掘削等作業主任者技能
講習

労働安全衛生規則〈労働
安全衛生法〉第８０条

1,600
実施方策検
討、（法令
精査）

法令改正検
討

法令改正
実施方策提
示

0 0 0
添付資料について電子化困
難

4



個別手続のオンライン化実施計画（指定法人等が扱う手続） 別添３

見直し状況（該当あり：１，該当なし：０）

手続の見直し 前倒し 備考

該当の
有無
該当件
数

内容 の有無
（オンライン化困難事項

等）

許認可等(手続）事項名 根拠規定
年間平均申
請件数

１２年度 １３年度 １４年度 １５年度

労働安全衛生法第７６条
第１項に基づく型わく支
保工の組立て等作業主任
者技能講習

労働安全衛生規則〈労働
安全衛生法〉第８０条

19,000
実施方策検
討、（法令
精査）

法令改正検
討

法令改正
実施方策提
示

0 0 0
添付資料について電子化困
難

労働安全衛生法第７６条
第１項に基づく鋼橋架設
等作業主任者技能講習

労働安全衛生規則〈労働
安全衛生法〉第８０条

800
実施方策検
討、（法令
精査）

法令改正検
討

法令改正
実施方策提
示

0 0 0
添付資料について電子化困
難

労働安全衛生法第７６条
第１項に基づくコンク
リート橋架設等作業主任
者技能講習

労働安全衛生規則〈労働
安全衛生法〉第８０条

800
実施方策検
討、（法令
精査）

法令改正検
討

法令改正
実施方策提
示

0 0 0
添付資料について電子化困
難

労働安全衛生法第７５条
第１項に基づく衛生管理
者免許試験

労働安全衛生規則〈労働
安全衛生法〉第６９条

42,000
実施方策検
討、（法令
精査）

法令改正検
討

法令改正
実施方策提
示

0 0 0
一部添付資料のオンライン
化が困難

作業環境測定士の業務廃
止、死亡、欠格条項該当
の報告

作業環境測定法施行規則
第１２条

10
実施方策検
討、（法令
精査）

法令改正検
討

法令改正
実施方策提
示

0 0 0

作業環境測定士の資格講
習

作業環境測定法第５条 1,400
実施方策検
討、（法令
精査）

法令改正検
討

法令改正
実施方策提
示

0 0 0
一部添付資料のオンライン
化が困難

作業環境測定士の試験
（１）第１種作業環境測
定士試験（２）第２種作
業環境測定士試験

作業環境測定法第１４条
第１項

2,500
実施方策検
討、（法令
精査）

法令改正検
討

法令改正
実施方策提
示

0 0 0
一部添付資料のオンライン
化が困難

作業環境測定士の登録 作業環境測定法第７条 500
実施方策検
討、（法令
精査）

法令改正検
討

法令改正
実施方策提
示

0 0 0
一部添付資料のオンライン
化が困難

作業環境測定士登録証の
書換え

作業環境測定法施行規則
第９条第１項

300
実施方策検
討、（法令
精査）

法令改正検
討

法令改正
実施方策提
示

0 0 0
一部添付資料のオンライン
化が困難

快適な職場環境の形成に
関する計画の認定

労働安全衛生規則〈労働
安全衛生法〉第６１条の
３第１項

2,000
実施方策検
討、（法令
精査）

法令改正検
討

法令改正
実施方策提
示

0 0 0

労働安全衛生法第７５条
第１項に基づく高圧室内
作業主任者免許試験

高気圧作業安全衛生規則
〈労働安全衛生法〉第４
７条

200
実施方策検
討、（法令
精査）

法令改正検
討

法令改正
実施方策提
示

0 0 0
一部添付資料のオンライン
化が困難

労働安全衛生法第７５条
第１項に基づく潜水士免
許試験

高気圧作業安全衛生規則
〈労働安全衛生法〉第５
２条

7,000
実施方策検
討、（法令
精査）

法令改正検
討

法令改正
実施方策提
示

0 0 0
一部添付資料のオンライン
化が困難

労働安全衛生法第７６条
第１項に基づく第一種酸
素欠乏危険作業主任者技
能講習

酸素欠乏危険作業主任者
技能講習（労働安全衛生
法）

4,000
実施方策検
討、（法令
精査）

法令改正検
討

法令改正
実施方策提
示

0 0 0
一部添付資料のオンライン
化が困難

労働安全衛生法第７６条
第１項に基づく第二種酸
素欠乏危険作業主任者技
能講習

酸素欠乏危険作業主任者
技能講習（労働安全衛生
法）

40,000
実施方策検
討、（法令
精査）

法令改正検
討

法令改正
実施方策提
示

0 0 0
一部添付資料のオンライン
化が困難

労働安全衛生法第７５条
第１項に基づくエツクス
線作業主任者免許試験

電離放射線障害防止規則
〈労働安全衛生法〉第４
８条

5,000
実施方策検
討、（法令
精査）

法令改正検
討

法令改正
実施方策提
示

0 0 0
一部添付資料のオンライン
化が困難

労働安全衛生法第７５条
第１項に基づくガンマ線
透過写真撮影作業主任者
免許試験

電離放射線障害防止規則
〈労働安全衛生法〉第５
２条の４

400
実施方策検
討、（法令
精査）

法令改正検
討

法令改正
実施方策提
示

0 0 0
一部添付資料のオンライン
化が困難

労働安全衛生法第７６条
第１項に基づく鉛作業主
任者技能講習

鉛作業主任者技能講習規
程〈労働安全衛生法〉

2,000
実施方策検
討、（法令
精査）

法令改正検
討

法令改正
実施方策提
示

0 0 0
添付資料について電子化困
難

労働安全衛生法第７６条
第１項に基づく四アルキ
ル鉛等作業主任者技能講
習

四アルキル鉛等作業主任
者技能講習規程〈労働安
全衛生法〉

200
実施方策検
討、（法令
精査）

法令改正検
討

法令改正
実施方策提
示

0 0 0
添付資料について電子化困
難

労働安全衛生法第７６条
第１項に基づく特定化学
物質等作業主任者技能講
習

特定化学物質等作業主任
者技能講習規程〈労働安
全衛生法〉

20,000
実施方策検
討、（法令
精査）

法令改正検
討

法令改正
実施方策提
示

0 0 0
添付資料について電子化困
難

労働安全衛生法第７６条
第１項に基づく有機溶剤
作業主任者技能講習

有機溶剤作業主任者技能
講習規程〈労働安全衛生
法〉

50,000
実施方策検
討、（法令
精査）

法令改正検
討

法令改正
実施方策提
示

0 0 0
添付資料について電子化困
難

5



個別手続のオンライン化実施計画（指定法人等が扱う手続） 別添３

見直し状況（該当あり：１，該当なし：０）

手続の見直し 前倒し 備考

該当の
有無
該当件
数

内容 の有無
（オンライン化困難事項

等）

許認可等(手続）事項名 根拠規定
年間平均申
請件数

１２年度 １３年度 １４年度 １５年度

継続雇用定着促進助成金
の支給申請の提出

雇用保険法第62条第1項
第2号、雇用保険法施行
規則､第103条、第104条

14,200
実施方策検
討
法令改正検
討

法令改正
実施方策提
示

0 0 0

オンライン化のためには、
指定法人等におけるシステ
ム構築が前提。但し、助成
金の適正支給を図るという
観点から、労働協約又は就
業規則の原本の提出、関係
書類との照合、場合によっ
ては事業主に対する事情聴
取による申請内容の確認な
どすることにより、厳格な
審査を行うことが必要であ
る。

高年齢者雇用環境整備奨
励金の職場改善等計画の
提出及び支給申請の提出

雇用保険法第62条第1項
第2号、雇用保険法施行
規則第103条、第105条

75
実施方策検
討
法令改正検
討

法令改正
実施方策提
示

0 0 0

オンライン化のためには、
指定法人等におけるシステ
ム構築が前提。但し、助成
金の適正支給を図るという
観点から、関係書類との照
合、場合によっては事業主
に対する事情聴取による申
請内容の確認などすること
により、厳格な審査を行う
ことが必要である。

在職者求職活動支援助成
金の支給申請の提出

雇用保険法第62条第1項
第2号、雇用保険法施行
規則､第103条、第106条

12
(平成12年10
月より実
施）

実施方策検
討
法令改正検
討

法令改正
実施方策提
示

0 0 0
オンライン化のために、指
定法人等におけるシステム
構築が前提

障害者雇用納付金申告書
の提出

障害者の雇用の促進等に
関する法律第２９条第１
項

11,533
実施方策検
討
法令改正検
討

法令改正
実施方策提
示

0 0 0
オンライン化のために、指
定法人等におけるシステム
構築が前提

障害者雇用納付金の延納
障害者の雇用の促進等に
関する法律第３０条

3,894
実施方策検
討
法令改正検
討

法令改正
実施方策提
示

0 0 0
オンライン化のために、指
定法人等におけるシステム
構築が前提

障害者職業生活相談員の
資格認定講習

障害者の雇用の促進等に
関する法律第７９条第１
項

2,584
実施方策検
討
法令改正検
討

法令改正
実施方策提
示

0 0 0
オンライン化のために、指
定法人等におけるシステム
構築が前提

障害者雇用調整金の申請
障害者の雇用の促進等に
関する法律第１９条

2,483
実施方策検
討、法令改
正検討

法令改正
実施方策提
示

0 0 0
オンライン化のために、指
定法人等におけるシステム
構築が前提

報奨金の申請
障害者の雇用の促進等に
関する法律附則第３条

3,206
実施方策検
討、法令改
正検討

法令改正
実施方策提
示

0 0 0
オンライン化のために、指
定法人等におけるシステム
構築が前提

障害者作業施設設置等助
成金の受給資格認定申請

障害者の雇用の促進等に
関する法律第１８条第２
号、障害者の雇用の促進
等に関する法律施行規則
第１８条

320
実施方策検
討、法令改
正検討

法令改正
実施方策提
示

0 0 0
オンライン化のために、指
定法人等におけるシステム
構築が前提

障害者福祉施設設置等助
成金の受給資格認定申請

障害者の雇用の促進等に
関する法律第１８条第３
号、障害者の雇用の促進
等に関する法律施行規則
第１８条の３

10
実施方策検
討、法令改
正検討

法令改正
実施方策提
示

0 0 0
オンライン化のために、指
定法人等におけるシステム
構築が前提

重度障害者介助等助成金
の受給資格認定申請

障害者の雇用の促進等に
関する法律第１８条第４
号、障害者の雇用の促進
等に関する法律施行規則
第２０条の２

1,215
実施方策検
討、法令改
正検討

法令改正
実施方策提
示

0 0 0
オンライン化のために、指
定法人等におけるシステム
構築が前提

重度障害者通勤対策助成
金の受給資格認定申請

障害者の雇用の促進等に
関する法律第１８条第５
号、障害者の雇用の促進
等に関する法律施行規則
第２０条の４

399
実施方策検
討、法令改
正検討

法令改正
実施方策提
示

0 0 0
オンライン化のために、指
定法人等におけるシステム
構築が前提

重度障害者多数雇用事業
所施設設置等助成金の受
給資格認定申請

障害者の雇用の促進等に
関する法律第１８条第６
号、障害者の雇用の促進
等に関する法律施行規則
第２２条

8
実施方策検
討、法令改
正検討

法令改正
実施方策提
示

0 0 0
オンライン化のために、指
定法人等におけるシステム
構築が前提

障害者能力開発助成金の
受給資格認定申請

障害者の雇用の促進等に
関する法律第１８条第７
号、障害者の雇用の促進
等に関する法律施行規則
第２２条の３

1
実施方策検
討、法令改
正検討

法令改正
実施方策提
示

0 0 0
オンライン化のために、指
定法人等におけるシステム
構築が前提

障害者雇用支援センター
助成金の受給資格認定申
請

障害者の雇用の促進等に
関する法律第１８条第８
号、障害者の雇用の促進
等に関する法律施行規則
第２２条の５

7
実施方策検
討、法令改
正検討

法令改正
実施方策提
示

0 0 0
オンライン化のために、指
定法人等におけるシステム
構築が前提

6



個別手続のオンライン化実施計画（指定法人等が扱う手続） 別添３

見直し状況（該当あり：１，該当なし：０）

手続の見直し 前倒し 備考

該当の
有無
該当件
数

内容 の有無
（オンライン化困難事項

等）

許認可等(手続）事項名 根拠規定
年間平均申
請件数

１２年度 １３年度 １４年度 １５年度

障害者作業施設設置等助
成金の支給請求

障害者の雇用の促進等に
関する法律第１８条第２
号、障害者の雇用の促進
等に関する法律施行規則
第１８条

314
実施方策検
討、法令改
正検討

法令改正
実施方策提
示

0 0 0
オンライン化のために、指
定法人等におけるシステム
構築が前提

障害者福祉施設設置等助
成金の支給請求

障害者の雇用の促進等に
関する法律第１８条第３
号、障害者の雇用の促進
等に関する法律施行規則
第１８条の３

6
実施方策検
討、法令改
正検討

法令改正
実施方策提
示

0 0 0
オンライン化のために、指
定法人等におけるシステム
構築が前提

重度障害者介助等助成金
の支給請求

障害者の雇用の促進等に
関する法律第１８条第４
号、障害者の雇用の促進
等に関する法律施行規則
第２０条の２

2,552
実施方策検
討、法令改
正検討

法令改正
実施方策提
示

0 0 0
オンライン化のために、指
定法人等におけるシステム
構築が前提

重度障害者通勤対策助成
金の支給請求

障害者の雇用の促進等に
関する法律第１８条第５
号、障害者の雇用の促進
等に関する法律施行規則
第２０条の４

723
実施方策検
討、法令改
正検討

法令改正
実施方策提
示

0 0 0
オンライン化のために、指
定法人等におけるシステム
構築が前提

重度障害者多数雇用事業
所施設設置等助成金の支
給請求

障害者の雇用の促進等に
関する法律第１８条第６
号、障害者の雇用の促進
等に関する法律施行規則
第２２条

104
実施方策検
討、法令改
正検討

法令改正
実施方策提
示

0 0 0
オンライン化のために、指
定法人等におけるシステム
構築が前提

障害者能力開発助成金の
支給請求

障害者の雇用の促進等に
関する法律第１８条第７
号、障害者の雇用の促進
等に関する法律施行規則
第２２条の３

73
実施方策検
討、法令改
正検討

法令改正
実施方策提
示

0 0 0
オンライン化のために、指
定法人等におけるシステム
構築が前提

障害者雇用支援センター
助成金の支給請求

障害者の雇用の促進等に
関する法律第１８条第８
号、障害者の雇用の促進
等に関する法律施行規則
第２２条の５

71
実施方策検
討、法令改
正検討

法令改正
実施方策提
示

0 0 0
オンライン化のために、指
定法人等におけるシステム
構築が前提

中途障害者作業施設設置
等助成金の受給資格認定
申請

障害者の雇用の促進等に
関する法律第５９条第１
項第３号の２、障害者の
雇用の促進等に関する法
律施行規則第３４条の５

60
実施方策検
討、法令改
正検討

法令改正
実施方策提
示

0 0 0
オンライン化のために、指
定法人等におけるシステム
構築が前提

重度中途障害者職場適応
助成金の受給資格認定申
請

障害者の雇用の促進等に
関する法律第５９条第１
項第３号の２、障害者の
雇用の促進等に関する法
律施行規則第３４条の６

143
実施方策検
討、法令改
正検討

法令改正
実施方策提
示

0 0 0
オンライン化のために、指
定法人等におけるシステム
構築が前提

中途障害者作業施設設置
等助成金の支給請求

障害者の雇用の促進等に
関する法律第５９条第１
項第３号の２、障害者の
雇用の促進等に関する法
律施行規則第３４条の５

63
実施方策検
討、法令改
正検討

法令改正
実施方策提
示

0 0 0
オンライン化のために、指
定法人等におけるシステム
構築が前提

重度中途障害者職場適応
助成金の支給請求

障害者の雇用の促進等に
関する法律第５９条第１
項第３号の２、障害者の
雇用の促進等に関する法
律施行規則第３４条の６

445
実施方策検
討、法令改
正検討

法令改正
実施方策提
示

0 0 0
オンライン化のために、指
定法人等におけるシステム
構築が前提

建設教育訓練助成金の支
給申請の提出

建設労働者の雇用の改善
等に関する法律第９条第
１項第１号、雇用保険法
第６３条、雇用・能力開
発機構法第１９条第１項
第４号、雇用・能力開発
機構一般業務方法書第２
３条

40,000 実施困難 → → →

助成金の適正支給を図ると
いう観点から、事業主に対
する事情聴取による申請内
容の確認や関係書類との照
合を行うなどの厳正な審査
を行うことが必要であるた
め。

雇用管理研修等助成金の
支給申請の提出

建設労働者の雇用の改善
等に関する法律第９条第
１項第２号、雇用保険法
第６３条、雇用・能力開
発機構法第１９条第１項
第４号、雇用・能力開発
機構一般業務方法書第３
０条

5,000 実施困難 → → →

助成金の適正支給を図ると
いう観点から、事業主に対
する事情聴取による申請内
容の確認や関係書類との照
合を行うなどの厳正な審査
を行うことが必要であるた
め。

福利厚生助成金の支給申
請の提出

建設労働者の雇用の改善
等に関する法律第９条第
１項第３号、雇用保険法
第６４条、雇用・能力開
発機構法第１９条第１項
第４号、雇用・能力開発
機構一般業務方法書第３
４条

4,000 実施困難 → → →

助成金の適正支給を図ると
いう観点から、事業主に対
する事情聴取による申請内
容の確認や関係書類との照
合を行うなどの厳正な審査
を行うことが必要であるた
め。

7



個別手続のオンライン化実施計画（指定法人等が扱う手続） 別添３

見直し状況（該当あり：１，該当なし：０）

手続の見直し 前倒し 備考

該当の
有無
該当件
数

内容 の有無
（オンライン化困難事項

等）

許認可等(手続）事項名 根拠規定
年間平均申
請件数

１２年度 １３年度 １４年度 １５年度

雇用改善推進事業助成金
の支給申請の提出

建設労働者の雇用の改善
等に関する法律第９条第
１項第１号、雇用保険法
第６３条、雇用・能力開
発機構法第１９条第１項
第４号、雇用・能力開発
機構一般業務方法書第３
８条

2,000 実施困難 → → →

助成金の適正支給を図ると
いう観点から、事業主に対
する事情聴取による申請内
容の確認や関係書類との照
合を行うなどの厳正な審査
を行うことが必要であるた
め。

中小企業人材確保推進事
業助成金の支給申請の提
出

中小企業における労働力
の確保及び良好な雇用の
機会の創出のための雇用
管理の改善の促進に関す
る法律第７条第１項第１
号、雇用保険法第６４
条、雇用・能力開発機構
法第１９条第１項第６号
及び第２項、雇用・能力
開発機構一般業務方法書
第１０７条

450 実施困難 → → →

助成金の適正支給を図ると
いう観点から、事業主に対
する事情聴取による申請内
容の確認や関係書類との照
合を行うなどの厳正な審査
を行うことが必要であるた
め。

中小企業雇用環境整備奨
励金の支給申請の提出

中小企業における労働力
の確保及び良好な雇用の
機会の創出のための雇用
管理の改善の促進に関す
る法律第７条第１項第２
号、雇用保険法第６２
条、雇用・能力開発機構
法第１９条第１項第６号
及び第２項、雇用・能力
開発機構一般業務方法書
第１１４条

350 実施困難 → → →

助成金の適正支給を図ると
いう観点から、事業主に対
する事情聴取による申請内
容の確認や関係書類との照
合を行うなどの厳正な審査
を行うことが必要であるた
め。

中小企業高度人材確保助
成金の支給申請の提出

中小企業における労働力
の確保及び良好な雇用の
機会の創出のための雇用
管理の改善の促進に関す
る法律第７条第１項第２
号、雇用保険法第６２
条、雇用・能力開発機構
法第１９条第１項第６号
及び第２項、雇用・能力
開発機構一般業務方法書
第１１９条

500 実施困難 → → →

助成金の適正支給を図ると
いう観点から、事業主に対
する事情聴取による申請内
容の確認や関係書類との照
合を行うなどの厳正な審査
を行うことが必要であるた
め。

中小企業雇用創出人材確
保助成金の支給申請の提
出

中小企業における労働力
の確保及び良好な雇用の
機会の創出のための雇用
管理の改善の促進に関す
る法律第７条第１項第４
号、雇用保険法第６２
条、雇用・能力開発機構
法第１９条第１項第６号
及び第２項、雇用・能力
開発機構一般業務方法書
第１２８条

50,000 実施困難 → → →

助成金の適正支給を図ると
いう観点から、事業主に対
する事情聴取による申請内
容の確認や関係書類との照
合を行うなどの厳正な審査
を行うことが必要であるた
め。

中小企業雇用創出雇用管
理助成金の支給申請の提
出

中小企業における労働力
の確保及び良好な雇用の
機会の創出のための雇用
管理の改善の促進に関す
る法律第７条第１項第４
号、雇用保険法第６２
条、雇用・能力開発機構
法第１９条第１項第６号
及び第２項、雇用・能力
開発機構一般業務方法書
第１３３条

2,800 実施困難 → → →

助成金の適正支給を図ると
いう観点から、事業主に対
する事情聴取による申請内
容の確認や関係書類との照
合を行うなどの厳正な審査
を行うことが必要であるた
め。

労働移動支援助成金（仮
称）
【支給要件等については
検討中】

雇用保険法第６２条、等 － 実施困難 → → →

助成金の適正支給を図ると
いう観点から、事業主に対
する事情聴取による申請内
容の確認や関係書類との照
合を行うなどの厳正な審査
を行うことが必要であるた
め。

派遣労働者雇用管理研修
助成金の支給申請

雇用保険法第６４条第１
項第４号、雇用保険法施
行規則第１４０条第１５
号

181 実施困難 → → →

助成金の適正支給を図ると
いう観点から、事業主に対
する事情聴取による申請内
容の確認や関係書類との照
合を行うなどの厳正な審査
を行うことが必要であるた
め。

介護福祉助成金の支給申
請

雇用保険法第６４条、雇
用保険法施行規則第１４
０条第１４号

7,020 実施困難 → → →

助成金の適正支給を図ると
いう観点から、事業主に対
する事情聴取による申請内
容の確認や関係書類との照
合を行うなどの厳正な審査
を行うことが必要であるた
め。

8



個別手続のオンライン化実施計画（指定法人等が扱う手続） 別添３

見直し状況（該当あり：１，該当なし：０）

手続の見直し 前倒し 備考

該当の
有無
該当件
数

内容 の有無
（オンライン化困難事項

等）

許認可等(手続）事項名 根拠規定
年間平均申
請件数

１２年度 １３年度 １４年度 １５年度

介護雇用創出助成金申請
計画の認定申請

雇用保険法第６２条第６
３条第６４条、雇用保険
法施行規則第１１７条第
１１８条第１１８条の２
第１２５条の２

3,300 実施困難 → → →

助成金の適正支給を図ると
いう観点から、事業主に対
する事情聴取による申請内
容の確認や関係書類との照
合を行うなどの厳正な審査
を行うことが必要であるた
め。

介護雇用創出助成金の支
給申請

雇用保険法第６２条第６
３条第６４条、雇用保険
法施行規則第１１７条第
１１８条第１１８条の２
第１２５条の２

3,300 実施困難 → → →

助成金の適正支給を図ると
いう観点から、事業主に対
する事情聴取による申請内
容の確認や関係書類との照
合を行うなどの厳正な審査
を行うことが必要であるた
め。

人材高度化能力開発給付
金受給資格認定申請、支
給申請

雇用保険法第６３条第１
項第１、４、５、７号、
雇用保険法施行規則第１
２５条の３

3,500 実施困難 → → →

助成金の適正支給を図ると
いう観点から、事業主に対
する事情聴取による申請内
容の確認や、関係書類との
照合を行うなどの厳正な審
査を行うことが必要である
ため。

中小企業雇用創出等能力
開発給付金受給資格認定
申請、支給申請

中小企業における労働力
の確保及び良好な雇用の
機会の創出のための雇用
管理の改善の促進に関す
る法律第７条第１項第３
号及び第５号

900 実施困難 → → →

助成金の適正支給を図ると
いう観点から、事業主に対
する事情聴取による申請内
容の確認や、関係書類との
照合を行うなどの厳正な審
査を行うことが必要である
ため。

地域人材高度化能力開発
給付金受給資格認定申
請、支給申請

地域雇用開発等促進法第
２１条の５第１項第２号

1,400 実施困難 → → →

助成金の適正支給を図ると
いう観点から、事業主に対
する事情聴取による申請内
容の確認や、関係書類との
照合を行うなどの厳正な審
査を行うことが必要である
ため。

長期教育訓練休暇制度導
入奨励金受給資格認定申
請、支給申請

雇用保険法第６３条第１
項第７号、雇用保険法施
行規則第１３８条第４
号、第１３９条の４

20 実施困難 → → →

助成金の適正支給を図ると
いう観点から、事業主に対
する事情聴取による申請内
容の確認や、関係書類との
照合を行うなどの厳正な審
査を行うことが必要である
ため。

中小企業発展基盤人材育
成助成金受給資格認定申
請、支給申請

職業能力開発促進法第１
５条の３、第９９条の
２、雇用・能力開発機構
法第１９条第１項第７号

20 実施困難 → → →

助成金の適正支給を図ると
いう観点から、事業主に対
する事情聴取による申請内
容の確認や、関係書類との
照合を行うなどの厳正な審
査を行うことが必要である
ため。

情報関連人材育成事業推
進助成金受給資格認定申
請、支給申請

新事業創出促進法第２３
条、雇用保険法第６３条
第１項第１号、雇用保険
法施行規則第１２１条第
１号、第１２２条の４

35 実施困難 → → →

助成金の適正支給を図ると
いう観点から、事業主に対
する事情聴取による申請内
容の確認や、関係書類との
照合を行うなどの厳正な審
査を行うことが必要である
ため。

情報関連人材育成事業派
遣奨励金支給申請

新事業創出促進法第２３
条、雇用保険法第６３条
第１項第１号、雇用保険
法施行規則第１２１条第
１号、第１２２条の４

350 実施困難 → → →

助成金の適正支給を図ると
いう観点から、事業主に対
する事情聴取による申請内
容の確認や、関係書類との
照合を行うなどの厳正な審
査を行うことが必要である
ため。

医療費の支払
生活保護法第５３条第４
項、第５５条

－
システム検
討、法令精
査

法令改正検
討

法令改正
オンライン
化実施

1 1 受付時間の延長 0

社会福祉士の受験手続き
社会福祉士及び介護福祉
士法施行規則第６条

22,000
オンライン
化困難

→ → →

本手続は指定法人に委託し
て実施しているが、事務に
要する費用については手数
料収入で賄っており、シス
テム導入の財源が担保され
ない限りオンライン化は困
難

社会福祉士の登録申請
社会福祉士及び介護福祉
士法施行規則第１０条

4,080
オンライン
化困難

→ → →

本手続は指定法人に委託し
て実施しているが、事務に
要する費用については手数
料収入で賄っており、シス
テム導入の財源が担保され
ない限りオンライン化は困
難

社会福祉士登録事項の変
更

社会福祉士及び介護福祉
士法施行規則第１２条

210
オンライン
化困難

→ → →

本手続は指定法人に委託し
て実施しているが、事務に
要する費用については手数
料収入で賄っており、シス
テム導入の財源が担保され
ない限りオンライン化は困
難
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個別手続のオンライン化実施計画（指定法人等が扱う手続） 別添３

見直し状況（該当あり：１，該当なし：０）

手続の見直し 前倒し 備考

該当の
有無
該当件
数

内容 の有無
（オンライン化困難事項

等）

許認可等(手続）事項名 根拠規定
年間平均申
請件数

１２年度 １３年度 １４年度 １５年度

社会福祉士登録証再交付
の申請

社会福祉士及び介護福祉
士法施行規則第１３条

40
オンライン
化困難

→ → →

本手続は指定法人に委託し
て実施しているが、事務に
要する費用については手数
料収入で賄っており、シス
テム導入の財源が担保され
ない限りオンライン化は困
難

介護福祉士の受験手続き
社会福祉士及び介護福祉
士法施行規則第２４条

60,000
オンライン
化困難

→ → →

本手続は指定法人に委託し
て実施しているが、事務に
要する費用については手数
料収入で賄っており、シス
テム導入の財源が担保され
ない限りオンライン化は困
難

介護福祉士の登録申請

社会福祉士及び介護福祉
士法施行規則第２６条
（同施行規則第１０条準
用）

31,100
オンライン
化困難

→ → →

本手続は指定法人に委託し
て実施しているが、事務に
要する費用については手数
料収入で賄っており、シス
テム導入の財源が担保され
ない限りオンライン化は困
難

介護福祉士登録事項の変
更

社会福祉士及び介護福祉
士法施行規則第２６条
（同施行規則第１２条準
用）

1,520
オンライン
化困難

→ → →

本手続は指定法人に委託し
て実施しているが、事務に
要する費用については手数
料収入で賄っており、シス
テム導入の財源が担保され
ない限りオンライン化は困
難

介護福祉士登録証再交付
の申請

社会福祉士及び介護福祉
士法施行規則第２６条
（同施行規則第１３条準
用）

270
オンライン
化困難

→ → →

本手続は指定法人に委託し
て実施しているが、事務に
要する費用については手数
料収入で賄っており、シス
テム導入の財源が担保され
ない限りオンライン化は困
難

精神保健福祉士の受験手
続き

精神保健福祉士法第施行
規則第７条

3,700
オンライン
化困難

→ → →

本手続は指定法人に委託し
て実施しているが、事務に
要する費用については手数
料収入で賄っており、シス
テム導入の財源が担保され
ない限りオンライン化は困
難

精神保健福祉士の登録申
請

精神保健福祉士法施行規
則第１１条

4,170
オンライン
化困難

→ → →

本手続は指定法人に委託し
て実施しているが、事務に
要する費用については手数
料収入で賄っており、シス
テム導入の財源が担保され
ない限りオンライン化は困
難

精神保健福祉士の登録事
項の変更

精神保健福祉士法施行規
則第１３条

20
オンライン
化困難

→ → →

本手続は指定法人に委託し
て実施しているが、事務に
要する費用については手数
料収入で賄っており、シス
テム導入の財源が担保され
ない限りオンライン化は困
難

精神保健福祉士登録証変
更申請

精神保健福祉士法施行規
則第１４条

0
オンライン
化困難

→ → →

本手続は指定法人に委託し
て実施しているが、事務に
要する費用については手数
料収入で賄っており、シス
テム導入の財源が担保され
ない限りオンライン化は困
難

社会福祉・医療事業団債
券の申し込み

社会福祉・医療事業団法
施行令第１０条第１項

70
システム検
討、法令精
査

法令改正検
討

法令改正
実施方策提
示

0 0 0

社会福祉事業施設の設置
者等への資金貸し付け

社会福祉・医療事業団法
第２１条第２号

1,131
システム検
討、法令精
査

法令改正検
討

法令改正
実施方策提
示

0 0 0
添付書類について一部オン
ライン化困難

居宅介護、日常生活用具
の貸与等事業への貸し付
け

社会福祉・医療事業団法
第２１条第１項第１の２
号

0
システム検
討、法令精
査

法令改正検
討

法令改正
実施方策提
示

1 2

添付書類の減（不動産
登記、商業登記につい
てインターネット登記
情報提供サービスの活
用による省略可）

0

社会福祉振興事業者への
資金貸し付け

社会福祉・医療事業団法
第２１条第１項第２号

2
システム検
討、法令精
査

法令改正検
討

法令改正
実施方策提
示

1 2

添付書類の減（不動産
登記、商業登記につい
てインターネット登記
情報提供サービスの活
用による省略可）

0

社会福祉振興事業者への
助成

社会福祉・医療事業団法
第２１条第１項第２の２
号

5,154
システム検
討、法令精
査

法令改正検
討

法令改正
実施方策提
示

0 0 0
成果物（本、ビデオテープ
等）の提出についてオンラ
イン化困難。

病院等の開設者への資金
貸し付け

社会福祉・医療事業団法
第２１条第１項第５号

1,356
システム検
討、法令精
査

法令改正検
討

法令改正
実施方策提
示

0 0 0
添付書類について一部オン
ライン化困難
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個別手続のオンライン化実施計画（指定法人等が扱う手続） 別添３

見直し状況（該当あり：１，該当なし：０）

手続の見直し 前倒し 備考

該当の
有無
該当件
数

内容 の有無
（オンライン化困難事項

等）

許認可等(手続）事項名 根拠規定
年間平均申
請件数

１２年度 １３年度 １４年度 １５年度

指定訪問看護事業を行う
医療法人等への資金貸し
付け

社会福祉・医療事業団法
第２１条第１項第５の２
号

1
システム検
討、法令精
査

法令改正検
討

法令改正
実施方策提
示

1 2

添付書類の減（不動産
登記、商業登記につい
てインターネット登記
情報提供サービスの活
用による省略可）

0

経営診断指導（診断指
導、セミナー申込）

社会福祉・医療事業団法
第２１条第１項第６号

2,642
システム検
討、法令精
査

法令改正検
討

法令改正
実施方策提
示

0 0 0

開業医承継支援（譲渡・
開業希望医登録）

社会福祉・医療事業団法
第２１条第１項第６号

111
システム検
討、法令精
査

法令改正検
討

法令改正
実施方策提
示

0 0 0

ＷＡＭ　ＮＥＴ利用登録
申請

社会福祉・医療事業団法
第２１条第１項第８号

17,706
システム検
討、法令精
査

法令改正検
討

法令改正
実施方策提
示

0 0 0
添付書類について一部オン
ライン化困難

共済契約者の届出（納付
期限の延長）

社会福祉施設職員等退職
手当共済法施行規則第１
１条

0
システム検
討、法令精
査

法令改正検
討

法令改正
実施方策提
示

0 0 0

共済契約者の届出（経営
者の資格喪失）

社会福祉施設職員等退職
手当共済法施行規則第１
２条

13
システム検
討、法令精
査

法令改正検
討

法令改正
実施方策提
示

0 0 0

共済契約者の届出（被共
済職員との契約締結）

社会福祉施設職員等退職
手当共済法施行規則第１
３条

0
システム検
討、法令精
査

法令改正検
討

法令改正
実施方策提
示

0 0 0

共済契約者の届出（被共
済職員の氏名、被共済職
員期間、従事する施設等
の定期報告）

社会福祉施設職員等退職
手当共済法施行規則第１
４条

438,019
システム検
討、法令精
査

法令改正検
討

法令改正
実施方策提
示

0 0 0

共済契約者の届出（被共
済職員の新規加入）

社会福祉施設職員等退職
手当共済法施行規則第１
５条

63,928
システム検
討、法令精
査

法令改正検
討

法令改正
実施方策提
示

0 0 0

共済契約者の届出（被共
済職員の退職）

社会福祉施設職員等退職
手当共済法施行規則第１
６条

39,928
システム検
討、法令精
査

法令改正検
討

法令改正
実施方策提
示

0 0 0

共済契約者の届出（共済
契約者の氏名、名称、住
所の変更）

社会福祉施設職員等退職
手当共済法施行規則第１
７条

224
システム検
討、法令精
査

法令改正検
討

法令改正
実施方策提
示

0 0 0
添付書類（契約証書）につ
いて一部オンライン化困難

共済契約者の届出（被共
済職員の氏名の変更）

社会福祉施設職員等退職
手当共済法施行規則第１
８条

3,500
システム検
討、法令精
査

法令改正検
討

法令改正
実施方策提
示

0 0 0

共済契約者の届出（被共
済職員の従業の状況に関
する報告）

社会福祉施設職員等退職
手当共済法施行規則第１
９条

438,019
システム検
討、法令精
査

法令改正検
討

法令改正
実施方策提
示

0 0 0

社会福祉施設職員等退職
手当共済契約の申し込み

社会福祉施設職員等退職
手当共済法施行規則第２
条

369
システム検
討、法令精
査

法令改正検
討

法令改正
実施方策提
示

0 0 0

共済契約者の届出（共済
契約者が行う契約の解
除）

社会福祉施設職員等退職
手当共済法施行規則第５
条

1
システム検
討、法令精
査

法令改正検
討

法令改正
実施方策提
示

0 0 0
添付書類（同意書）につい
て一部オンライン化困難

退職手当金の請求
社会福祉施設職員等退職
手当共済法施行規則第６
条

38,928
システム検
討、法令精
査

法令改正検
討

法令改正
実施方策提
示

0 0 0
証明書等（死亡診断書、民
生委員の調査書）について
一部オンライン化困難

納付金の納付猶予の申請 介護保険法第158条 －
システム検
討、法令精
査

法令改正検
討
法令改正、
改正通知

オンライン
化実施

1 1 受付時間延長 0

医療保険者の新設等の届
出

介護保険の医療保険者の
納付金の算定等に関する
省令

－
システム検
討、法令精
査

法令改正検
討
法令改正、
改正通知

オンライン
化実施

1 1 受付時間延長 0

医療保険者に係る第２号
被保険者数の過大・過小
申請

介護保険の医療保険者の
納付金の算定等に関する
省令

－
システム検
討、法令精
査

法令改正検
討
法令改正、
改正通知

オンライン
化実施

1 1 受付時間延長 0

納付の猶予の申請
老人保健法施行規則第29
条

5,300
システム検
討、法令精
査

法令改正検
討

法令改正
実施方策提
示

1 1 受付時間の延長 0

新設等の届出
老人保健法施行規則第32
条

5
システム検
討、法令精
査

法令改正検
討

法令改正
実施方策提
示

1 1 受付時間の延長 0

老人保健拠出金に関して
加入者数に係る過大・過
小の申請

老人保健法による保険者
の拠出金の額の算定に関
する省令第６条第１項

105
システム検
討、法令精
査

法令改正検
討

法令改正
実施方策提
示

1 1 受付時間の延長 0

11



個別手続のオンライン化実施計画（指定法人等が扱う手続） 別添３

見直し状況（該当あり：１，該当なし：０）

手続の見直し 前倒し 備考

該当の
有無
該当件
数

内容 の有無
（オンライン化困難事項

等）

許認可等(手続）事項名 根拠規定
年間平均申
請件数

１２年度 １３年度 １４年度 １５年度

老人保健拠出金に関して
70歳以上の加入者数に係
る過大・過小の申請

老人保健法による保険者
の拠出金の額の算定に関
する省令第６条第２項

105
システム検
討、法令精
査

法令改正検
討

法令改正
実施方策提
示

1 1 受付時間の延長 0

納付の猶予の申請
国民健康保険法81条の12
老人保健法施行規則29条

1,836
システム検
討、法令精
査

法令改正検
討

法令改正
実施方策提
示

1 1 受付時間の延長 0

新設等の届出
老人保健法施行規則第32
条

20
システム検
討、法令精
査

法令改正検
討

法令改正
実施方策提
示

1 1 受付時間の延長 0

退職者拠出金に係る過
大・過小の申請

国民健康保険法による被
用者保険等保険者拠出金
等の算定等に関する省令
第10条

100
システム検
討、法令精
査

法令改正検
討

法令改正
実施方策提
示

1 1 受付時間の延長 0

診療報酬請求書及び診療
報酬明細書

療養の給付、老人医療及
び公費負担医療に関する
費用の請求に関する省令
第３条

1,320,000
システム検
討、法令精
査

法令改正検
討

法令改正
実施方策提
示

1 1 受付時間の延長 0

所管手続数合計 184
年度別オンライ
ン化実施・実施
方策提示数

0 0 0 148 31 34

オンライン
化実施・実
施方策提示
数合計（計
画期間中）

148

  注１）「許認可等（手続）事項名」欄の※、☆、★の印については、それぞれ以下の手続であることを表している。
　　　※：国及び地方公共団体が扱う手続
　　　☆：国及び指定法人等が扱う手続
　　　★：指定法人等及び地方公共団体が扱う手続

　２）「手続の見直し」の「内容」欄は、以下の見直しを行うものについて記述している。
　　・「受付時間の延長」は、オンライン化による受付時間の延長について。
　　・「添付書類の減」は、添付書類のうち戸籍謄抄本、住民票の写しに関して住民基本台帳ネットワークシステム（「住基ネット」と表記）の利用、商業・法人
     登記簿謄抄本に関して商業登記に基礎をおく電子認証制度又はインターネット登記情報提供サービスの利用、及び不動産登記簿謄抄本に関しインターネット
     登記情報提供サービスの利用による代替（添付書類の削減）について。（ただし、インターネット登記情報提供サービスの利用については、その利用に係る
     諸問題が整理されていることを前提とする。）
　　・「提出部数の削減」は、現在複数部数の提出を要している手続に関しオンライン化による際の提出部数の削減について。

　３）「備考」欄には、基本的に平成１５年度までにオンライン化実施が困難である手続の理由、又は電子化が困難な添付書類について記述している。
　　　電子化困難な添付書類については、当面、別途郵送などの対応を要する。なお、当欄に特段記載がないものについても、電子化された添付書類が入手、又は
    作成できない場合などは別途郵送等が必要となる。

  注１）「許認可等（手続）事項名」欄の※、☆、★の印については、それぞれ以下の手続であることを表している。
　　　※：国及び地方公共団体が扱う手続
　　　☆：国及び指定法人等が扱う手続
　　　★：指定法人等及び地方公共団体が扱う手続

　２）「手続の見直し」の「内容」欄は、以下の見直しを行うものについて記述している。
　　・「受付時間の延長」は、オンライン化による受付時間の延長について。
　　・「添付書類の減」は、添付書類のうち戸籍謄抄本、住民票の写しに関して住民基本台帳ネットワークシステム（「住基ネット」と表記）の利用、商業・法人
     登記簿謄抄本に関して商業登記に基礎をおく電子認証制度又はインターネット登記情報提供サービスの利用、及び不動産登記簿謄抄本に関しインターネット
     登記情報提供サービスの利用による代替（添付書類の削減）について。（ただし、インターネット登記情報提供サービスの利用については、その利用に係る
     諸問題が整理されていることを前提とする。）
　　・「提出部数の削減」は、現在複数部数の提出を要している手続に関しオンライン化による際の提出部数の削減について。

　３）「備考」欄には、基本的に平成１５年度までにオンライン化実施が困難である手続の理由、又は電子化が困難な添付書類について記述している。
　　　電子化困難な添付書類については、当面、別途郵送などの対応を要する。なお、当欄に特段記載がないものについても、電子化された添付書類が入手、又は
    作成できない場合などは別途郵送等が必要となる。
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